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学校施設研究の動向

一吉本建築学会開命文報告集・計画編』における「小・中学校施設」関係文献

(2008年"'-'2012年)から-

山梨県立大学堀井啓幸

1本研究の呂的

これまで学校施設の問題は、教育を支える要素としては軽視されやすい分野であった。それゆ

え、この分野における研究は、学校経営研究の中でどう位置づけられるか常に関われてきた。

ただし、 1970年代以降の研究動向を概観した時、学校施設を教育活動と密接に関連付けて検討

しようとする傾向が顕著になっている(1)。その意味で、特に最近の学校施設研究は、広義には教

育方法研究のー領域として位置づけることも可能であろう。すなわち、学校施設を、教育課程の

効果的実施を図るために、単なる箱モノとしてではなく、動態的・有機的に作用する教育機能体

として位置づけることをめざす立場である。

そして、最近になって、建築分野で建築家自身が自ら設計した学校のその後の「使い勝手」状

況を検証することの重要性が認識され始めているように思われる。例えば、筆者もシンポジスト

として関わった日本建築学会・教育方陣支小委員会主催「教育方笛支シンポジウム 学校建築の評価

方法一宮前小学校の25年-J (2008年3月15日)では、設計者、使い手としての教師、卒業生、

教育学の研究者などが集い、設計者と多様な使い手が向かい合い、使われ方史という時間軸を踏

まえた評価が試みられた。こうした学校施設評価の動きは、平成時年3月に策定された「義務教

育諸学校における学校評価ガイドライン」と密接に関わっているω。

教育分野でも、学校に対して公教育費にみあう教育効果をあげる責任を求めるアカンタピリテ

ィ意識の高まりや工学的思考の導入(システムズアフoローチ)、教育経営学研究者が教育実践と

関わる機会の増加などを背景に、教育目的の効率的、能率的達成を図る諸条件整備に関わる教育

経営(学)の有用性が間われるようになってきた(3)。しかし、直接的間接的発達促進機能を持つ

諸条件のーっとして学校施設(設備)の影響力が検証されることは必ずしも多くない。すなわち、

多様な研究対象、多様な研究方法論で行われている建築(計画)学分野における学校施設研究に

比して、教育学分野では、学校経営、あるいは教育経営の物的条件として学校施設(設備)を真

正面にとらえた研究は少ないのである。

本稿は、 「使い勝手jの検証が進み始めたと思われる宮前小学校のシンポジウムが行われた以

後、最近5年間の建築計画学の研究動向を日本建築学会『論文報告集・計画編』において整理し、
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それらの分析から、学校経営の物的条件としての「学校施設(設備)J研究の今後の可能性と課

題について考察するものである。

なお、本稿で、 「学校臨むとは、学校教育法施行規則第1条第1項にいう rr学校の包的を

実現するために必要な校地、校舎、工具、運動場、図書館又は図書室、保健室その他の設備Jの

うち、動産的な設備を除いた学校建築を総称したものと定義する。

n r学校施設jに関する文献 (2008-2012年)にみる研究動向
本稿で取り上げる文献については、建築計画学の研究動向を示すものとして、日本建築学会『論

文報告集・計画編j(こ絞っている(発行年は年度ではなしす。

建築学において、学校方筋交に関わる文献は、日本建築学会『建築雑誌・雑誌J、 『建築雑誌・

建築年報』、 『建築雑誌・作品選集』、 『報告論文集・構造編』、北海道支部、東北支部、関東

支部、東海支部、近畿支部、北陸支部、中国支部、九州支部各支部の『研究報告』や『大会梗概

集j (建築計画)だけでなく、 『建築雑誌』や書籍、雑誌などがある(最近は、文教編交の専門

誌『スクーノレ・アメニティ』だけでなく、学校事務職員のための専門誌『学校事務』でも学校施

設・設備に関わる特集や連載が組まれることも少なくなしサ。

しかし、建築計画学において、小中学校の学校施設・設備を研究している研究者が主な研究発

表のフィールドとしている『論文報告集・計画編Jで研究動向は把諜できると思われる。ここで

は、 2008年1月から 2012年 12月までに掲載された論文で、ノト・中学校を研究対象にしている論

文に焦点化している。

1最近5年間 (2008-2012年)の論文とキイワード

2008年1月から 2012年 12月までの日本建築学会『論文報告集・計画編』に掲載された論文は、

以下に示すように2008年7本、 2009年10本、 2010年5本、 2011年6本、 2012年5本であり、

全部で33本である。

それぞれの論文のキイワードをあげると次ページの表のようになる。

2オープンスペースについての検証の動き

マクロに建築計画学の最近の研究動向 (5年間)をみれば、相変わらず「オープンスペースj

についての調査研究が建築計画学の中核となる研究として継続して行われていることがわかるω

(表:縮かけの部分)。
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表:日本建築学会『論文報告集・計画編』におけるわト・中学校施設J関係文献とキイワード

(2008 年~2012 年)

文献番 総支;g(券号発行年) |論文のキイワード

号 2008(7本)

オミ下紘一 地主主!茂仁 今井正次 f中高生ω~J[}場所』の成立粂
中高生の

民間施設l[l'i:lこi刻する研究{三益保における居場所づくり事例の分析をi邑
居場所

成立条件 公共施設

して J (1'0173， /1:0623 P I' 39-~6) 

!、倉J辛子 宮本文人 f，J、学態校との14占独立した教室j渇りを持つ学年の 付ぱhき法送t片f山M命事誌詩S足吟
2fT(V17po lJ受業における集合!f;iiE:1::J:HI~r の展開 j 小学校 普通教室 授業 集合形態 床建

17:)， eio品23，ドド17-5'1)

「新治 '1] 他地震における i也滅他殺のお定 i俊英If. ï~r としての使われ
I新地震潟中越

指定避難 運営・管
31 )]0);4:1髭と傾向-1日長|両市の指定避難所を事例に J 

所
避難生活

E塁
地域施設

(1'017:3， N0624， 1'1'3.1告-355)

夜Jt広子「公立小"i]学{交の統脱会プロセスとJ3'el交会手11/舌!!IIこ1ドj
統廃合プ 廃校舎利 市町村会

4する研究-yj.:JJ占県過去301j三IIIJ全廃校事例の実態J担保と災1I1村地 小中学校
ロセス 活用

茨城県
{弁

j戒への影響-J (VoI73， N0627， 1'1)1001-1006) 

5P(長m;:佐子 竹下締約If教員の行動特性からみたq"学校総長室に 10分休み
職員室の

中学校 行動特性 分離・分
!おする考察J (Vo 173， N0632， 1)1'2041-20'18) 待問

害IJ

m~jýfll{ 長・JlJIコJl非巳fI翠公立中学校における教科教室出1I の実胞 l教科教室 教室移動 ホーム メディアセ
|空主 研究 アンケート

5状況と校舎の利用実態・詳細liJ (1'0173， N063<1. 1)1'2583-2590) ベース ンター

7悠剖1謙治・古|部fむ巴 f教Illliの|坊火教子引に対する意燃と 1¥);火:<-1r1:; 
IIEプJJ (1'0173， N0634‘1'1'2599-260'1 ) 

小学校 火災 教師 防災 |教育 意識

12009(10本)

ILI仁i勝巳 度数和佳 fm京1m.1吉111~~ . T:J¥ 111県の公立小学佼に

8おけるオープン1[.'1.教室0)絵備状況と日史研ilJjjH 小午J交における 公立小学
校舎面積 空間構成

間仕切り
整備方針

オープン型教護の整部iIと評O1iにmlする研究 その 1-J 4支 方法
(1'0174，No討35，1'1'25-32)

清原jf;f:1'<子.ifr.ii';il宏・ 111111将tJ:f小学校値段における自主的Tj、
91;Y_i:ij手11mにみる新たな空1M]需主主J (1'0174， N0637， 1'1'533司539) 小学校 i教育活動 空間利用国 教室 空間需要

ヰ芸美を¥'.rl)山茂樹「教育改革nii1去における教室j羽V)平市計画iの

10 変化 iこ 1~1 する分析 考察 台湾If.JJ安保のジジ地主建i去に jlj:怨され 集集(じ
小学校 教室 廊下

た小学校 ~I 闘に1\\1 するのf ~た その 2 J じ)大地震
(1'0174， N0640， 1'1'1307-1313) 

長1'~Al抜 荷尼l直子「小i花模小学|交における特色ある学校運営
11 を過した地域っくり 1【~'~ÙJ へのf1íJI刻と際組一全 lJllの小波紋特任佼 小規模小 小規模特

学校運営
地域づくり

ilill J支を活用した学校運営 ij工(7ilを対象として -J 学校 {壬校制度 活動
(1'017'1，日06，12，PI' 1751ω1(58) 

北iHiか1:1る・ ii刺!j'淳子「小学生の陥闘にみるS'.'I古i炎毒との特徴ー
好きな部

121 Wこんな告1¥JKtいいな』をテーマとした絵の分析ー j 空間表象 絵 小学生 空間像
(VoI74， N0643，ド1'1977戸 i告83) 麗

;j~' J京麻衣子・舷深安 f小学校値段における教員の就業環境とし

13 ての受I/lliJj主俄然組J (1'017'1. N0643， 1'1'1995-2002) 小学校 教員 学校施設 就業環境 空間整備

森111持 WII津安 f学年・教科日iJの空Illl手11mに!討する分析 考察
ネイパー クラスス14一ぐんま国際アカデミーにおける空間 J拐の使われ方に関する 小学校 英語教育 J、ウス

司自i査研究 その 1-J (¥'0174， N06'15， 1'1'2329-2337) フッド ペース

総本{郁子・上自!I"(士奈子・念斗綾子・赤松任f礼子 f打瀬小学校

15 美浜小学校ω教室環境ー児 íî~ 教的?によるオープンプランス 小学校 音環境 印象評価 児童 教師
クーノl〆の ~;Iと!Jlli と実施 J (¥'0174， No6.15， I'P23'17-2355) 

小林腕子・森i築 f真駒内小学校の{定われ方の変 i援と ~I 蕗I コンセ
使われ方 計画コン ブロックプ ユニットプ マネジメン16ブトとの関係一公立小学校牟の使われj'jtJ: li)f究ーj
史 セプト フン ト(1'0174， No645， 1'1'2363-2370) 

三上五千子・{主ii刺守之 i白山手口J玄 新保主主-， 1~i製俗 f ~E 童 生
小中一貫17 徒の J~; 合わせからみた施設一体型小中一斑教育佼の学校環境{こ 環境 居合わせ

mlずる考察J (1'0174， N06'16， 1'1'2587-2594) 教育校
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Je:iJ!t義典・初見学「スウェーデンにおけるワークユニット型学iスウヱー |ι"l*~ I JmI;lII~ :stS1 Iワークユ
181校空Ii川持 Ijxlf~ :r\:

iiUHg生・絞ttla:・菅原麻衣子「公立小学校廃校の攻L[h!と 1:0) 1公立小学 1....，.... I小学校の|廃校の要191 、 I;:~' ，-1廃校 L'_;::'̂VJ 1 
ã~~胞に!拐する研究 J (VoI75，1¥'0649，ドド579-5B5) 松 I''''''̂ I存続 |因

J宜野諮典「子どもの居方からみた空I/ij特性ーフリースターノレの|フリース
2ol;.~~~ ~~ ~l; 1: IIJ~ ~_ ~ :::r~ /j/~';_; ': I，~ 3~::1~ ~'r !.J¥!d:r:: l) D'~'~:7_ ，)';:r:V\/ 1::.1 11/' 子ども |居方 |方法 |交流 i空間特性
建築計画に|期する研究 (5)ーJ (1'0175，1¥'0656，1'1'2297-2305) 1クール
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堂本文人・I'I'綾子・鈴木耳II元「小学校のオープンスペースにお
231~~/~~~~~ ，~~I!~':;::~' I.~~~:~.;~~~，=t:J~\1' :J~}-~~~~:'J nn: ~'7:，.， /， i~4'JI小学校
ける主婆家J主の配躍中H't:J (1'0176， N0659， 1'1'9ー17)

iti、日]郷・ 1剖 I i'主 ~r学年別の:s，-， 11l1レイアウトとりEw互の行!fí)J綴岐に
i子!寸一る分担f・5布袋 くんま D~I深アカデミーにおける'竺 1m ・ 1誌の i
241'，い : ;J'I /(~ ~: /\~，，~lJ71(; ~~^ ~~~~'J DD:;~~ ~ I小学校
jコれ]jiニ!刻勺jるmMj¥l:ti}f究 ての 2-J (1'0176， N0660， 1'1'305-1 
2) 

好義典「ザli注・生itの41:習Jf0iちからみたワークユニットの空iiスウェ-
2611111特約ースウェーデンにおけるワークユニット担学校建築を !l~1ーヘ
fl'llとして J (Vo176，N0661，PP541-550) l'ノ

倉斗綾子・橋本{郁子・ i二~!r-(士奈子 rf吏われ])の絞'1三変化および
271教liifiの討;和liからみたオープンプラン引学沼環境の意義JI小学校
(¥'0176，11066，1. 1'1'1073-1081) 

IIJ 1]]あすか「従来型1)、学校でω 『記憶に伐る場面』にみる学校
28Is，-，!Hl一成人による綴り返りに基づく学校建築主1111の再考 その|小学校
1 -J (¥'0176， !l'oG69， 1'1'2065-2074) 

菅原麻衣子「小学校施設における教員の総務に応じた空間整備 i
291ョ i小学校
ふ題J (1'0177， No672， 1'1'319-325) 

宮本文人・Í'I'綾子「小学校における少人数綬業 Jf~1mと学習空間|小学校
ffHilliJ (¥'0177， N0677， 1'1'1581-1590) 

1'-倉玲子・ 7吉本文人「小学校の教室の{立鐙によるオープンス l
311_1~'\S~~Jf.，J ，!，_~，，~ "1~4:-/'I ，'， 'J，'，""-~'1~~:"7~:~~~~~，~~~:，\~(~:'~/l /..-'''1小学校
ベース手IjJliの造拠(1'0177，1¥'0678，1'1'1823-1830)

32F限Jjj(直子「我が1mのギ{交における職員室および校長案のli¥i:ll.と|職員室
そのl幾能J (1'0177，1¥0674，1'1'759-766) 

11.11:1勝巳.g'i敷和IJ'r;教員による小竺佼オープン出救護のお;!illiI/.¥.占，1、ι
1:u..l.L'J、寸L

-i¥県公立 3佼におiするアンウート続交結来の分析ー J1;:-' 
(1'01 i7， N0682， 1'1'之705-2713) 11'.λ 

個人収納

ネイパー 1 -'-_クラスス

フッド、 l'‘ノハ |ペース

部崖 i分節

教師の評 iアンケート
I~m-:/ '-1観察課査

価 |調査

ここで、オープンスペースとは、学習集由(主に学級)、教科なとやを超えた“多様な"活動に

対応できる共用空間をしづ。学校により、ラーニング、センタ一、学習センタ一、ワークスペース

など多様な呼び方があり、研究者もオープン型教室等多様な呼び方をしている空間である。

論文の筆者がキイワードとして、オープンスペース、オープン型教室、多目的スペース、オー

プンプランスクールをあげている論文は 11本(全論文の 33%)である。ただし、台湾南投県の
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ジジ地震後に再建された小学校計画に関する研究(表における文献番号 10*以下文献番号Oとす

る)は日本のオープンスペースの平面計画の導入の状況を視野に入れており、また、真駒内小学

校の使われ方史を研究しオープンプランスクーノレの先駆けで、あることを実証した小林・森の論文

(文献番号16)、施設一体型小中一貫教育校における児童・生徒の居合わせ場所としての学年オ

ープンスペースの意味を検証した三上・{封事・西出・新保・長爆の論文(文献番号 17)を含める

と半数近くの論文 (42%)がオープンスペースに関わる研究といえる。

最近の研究動向として、その特徴を抽出するならば、オープンスペースについて、 5雑草も含め

て、様々な視点から検証され始めていることに特徴がある。

それは、 1970年代に加藤学園、福光中部小学校、緒川i小学校など、オーアンプランスクーノレの

先進的な事例が登場して約 40年が経ち、 1984(昭和 59)年に(旧)文部省による多呂的スペー

ス補助事業が開始されてから急速に普及したオープンスペースについて、我が国の学校施設のー

形態として定着したものとしてとらえる一方で、実際に効果的に活用されていない事例や教育実

践上の熱題も少なからずみられるようになったからで、あろう。

それは特に騒音と視線の問題である。

例えば、 「床座」に着目したクラスルーム周りのスペースの利用のされ方を捉えることを主眼

にした下倉玲子・宮本文人 f小学校の独立した教室周りを持つ学年の合同授業における集合形態

と場所の展開J (文献番号2)でも音や視線が他に通らない独立した合同授業を指標にしており、

また、建築学会賞を受賞した打瀬小学校の評価におし 1ても音響設計は重要な評価視点となってい

る(橋本郁子・上野佳奈子・倉斗綾子・赤松佳珠子「打瀬小学校・美浜小学校の教室環境一児童・

教師によるオープンプランスクールの評価と実施-J )。

こうした問題にいち早く着目している屋敷は、 「教員による小学校オープン型教室の評価-A

県公立3校に対するアンケート調査結果の分析-J (文献番号33)において、オープン教室を持

つ小学校の割合が2割を超える県があることを明らかにした上で(文献番号8)、オープン型教

室について以下のように述べているω。

「なぜ、これまで、数々のオープン型教室を持つ校舎が整備されながら、問題点の指摘が少な

かったので、あろうか。その理由は、近年の教育改革の流れにあると考えられる。四半世紀の問、

教育方法等の多様化に対応する空間を整備することが、学校施設整備の一課題とされてきたが、近

年では学力問題が大きくクローズアップされている。学習の成果を問われるようになって、教員

は児童が落ち着いて学習ができる空間の必要性をはっきり発言できるようになったと考えられ

る。したがって、現在はまさに学校施設整備の転換期であり、オープン型教室の検証の時期とい

うことができるJ (同論文2712頁)。

ここでは、騒音と視線の問題を学力問題との関わりで捉えている。山口・崖敷は、教員に対す

るアンケート調査からみえてきたオープン型教室の誌琶をどこまで一般化できるのかを今後の課

題としている。
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三上裕子・佐藤将之・西出和彦・新保幸一・長津|吾「児童・生徒の居合わせからみた施設一体

型小中一貫教育校の学校環境に関する考察J (文献番号 17)のように、小中一貫教育校の学校環

境として「学年オープンスペースJの意義を述べている研究や、家具の配置の仕方によってオー

プンスペースの活用度が異なることを実証している宮本文人・仲綾子・鈴木理元「小学校のオー

プンスペースにおける主要家具の配置特性J (文献番号23)の研究など、オープンスペースの重

要性を再認識する研究もあるが、オーブ。ン型教室の課題は認識されつつあるようだ。

小林暁子・森傑「真駒内小学校の使われ方のノ変遷と計画コンセプトとの関係一公立小学校の使

われ方史研究-J (文献番号16)では、真駒内小学校の「使われ方史」を戦後の教育内容の変遷

と比較しながらマネジメントとの関わりを時系列で詳細に分析している。ここでいうマネジメン

トとは、 「計画コンセプトj との一致、不一致が47年間においてどのように変遷してきたのか、

学習指導要領の改訂、児童数の変化などを含めて、関係者がどのように工夫してきたかを把握し

た総体として捉えている。教育経営学でいうマネジメントとは異なるが、スクーノレヒストリーと

して学校と学校施設との関わりを扱った研究は少ないので興味深い。教育実践においては、校長

が変わることで、教育革新の流れが変わってしまうと言われるが、オープンスペースの活用の仕方

も同様に変わってしまうことは少なからずある。しかし、この論文で指摘されているように、コ

ミュニティ・スクール時代に対応するために積極的に利活用するなど方儲交を使いこなす「優れた

マネ、ジメントj も間われている。

後述するように、学校施設の評価に使い手として教員の意識の重要性が認識されつつある現在、

教育学領域においても教育実践上の学校施設の有用性や課題が関われなければならない。

3教師の使い勝手という新たな認識

オープンスペースに限らず、学校施設の使われ方を評価するという点では、これまで、子ども

の視点のみが重視されていた傾向があったが、教員や実務担当者の視点も重視されるようになっ

たことが注目されよう。これらの研究成果には、教員経験のある藤原(文献5、32)ωゃ教育学

分野の研究者である笠井の貢献(文献25)もある。

菅原麻衣子・藍揮宏・山田将史「小学校施設における自主的な空間利用にみる新たな空間需要j

(文献番号9)では、子どもの視点に加え、教師、保護者・地域住民の視点から小学校の空間利

用を総合的に捉えようとしている。ここでは、 「教員に関する機能整備の優先順位は現状では中

位であるが、整備の必要性は高いことが捉えられ、学校施設計画への位置づけをより打ち出すこ

とが必要である」こと、 f保護者・地域住民のための機能も現時点での優先順位は低く要求も潜

在化しているが、内容によってはその価値が見出されつつあるj ことなどを指摘している(同論

文539頁)。当然のことながら、使い勝手の主体のとらえ方次第で、学校施設のあり方は変化す

る。こうした教員の使い勝手に着目した研究が増えることで、今後の学校施設整備のあり方も変

わってこよう。
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藤原直子・竹下輝和 f教員の行動特性からみた中学校職員室に関する考察J (文献番号5)や

藤原草子「我が国の学校における職員室および校長室の成立とその機能J (文献番号32)は、教

員の行動特性という新たな視点を明確にしただけでなく、これまであまり研究がなされなかった

中明知識員室について、使われ方研究に加えて、これまでどのように職員室が設置されてきたか

としづ教育史的な分析を加えたという点で興味深いものである。特に、 「教員の行動特性からみ

た中学校職員室に関する考察J (文献番号5)では、中学校の教員だけでなく、小学校の教員の

行動特性も視野に入れており、 「先生の頭時計J (同論文2045頁)と表現される小学校教員の緩

やかな執務時間コントローノレの実態分析を教育学の知克を踏まえてさらに検証することで、小学

校の職員室のあり方や小学校と中学校の学校施設計画それぞれの独自性の実証にも反映できる研

究といえよう。

自判:卯昭佳・鈴木健一・堀部篤樹・笠井尚「ユーザー参加型設計の実態と実務担当者の考え方一

公立小中学校の設計フ。ロセスに関する研究-J (文献番号25)において笠井らも指摘するように、

「小中朝交の設計に際してユーザー参加の必要性は高いと実務経験者から判断されているJにも

かかわらず、 「ユーザー参加型設計の経験が少ない設計者の中には、参加型の設計プロセスに対

して不安を抱く者がし、るJ (同論文320頁)としづ悪循環がある。戦後の学校施設整備において

は、教員自身が学校施設整備について意見を言わない(言えなしす傾向があり、また、学校建築

のi捺には「行政・建築(家)J主導で設計が行われることが多かった(7)。こうした悪循環を断ち

切るためには、教師の「使い勝手Jとは実際に何を意味するのか教育学における実践的研究が求

められよう。

4 学校施設への新たな要望を踏まえた研究

これまで、も小規模化する学校に関わって学校施設の調査研究は行われてきた。しかし、ここ 5

年ほどの研究を概観すると、少子化が急激に進む中で、し功￥にすれば学校統廃合を妨げるのか、

統廃合をした後の学校を活用できるのかという視点をもった研究が注目される。

例えば、斎尾藍子「公立/j ¥中学校の統廃合ブ。ロセスと廃校舎利i活言用に関する研究一茨城県過去

3ωO年間全廃校事例の実態把握と農山村士地世域への影響一J(文i献歌番号4ω)、長谷夏哉.斎尾誼子「川

規模小学校における特色ある学校運営を通した地域づづ、くり活動への展開と課題一全国の小規模特

{任壬校帝制iリj度を活用した学校運営事例を対象として一J (文献番号11り)、藤野哲生.藍;津畢宏.菅原麻

衣子 f公立小学校魔校の要因とその一課題に関する研究J (文献番号19)などがある。これらの論

文において、例えば、藤野は、 「児童数の減少のみが(廃校の)理由ではなしリ (伺論文584頁)

ことを明らかにし、長谷、斎尾は、葉養正明『よみがえれ公立学校一地域の核としての新しい学

校づくりJl (紫峰図書2006)などを参考文献として挙げながら、 f公立小学校と立地地域との今

後の関係性のあり院を検討することの必要性を問うてしも。教育学分野でも、学校統廃合の財

政効果と社会的費用を視野に入れた調査研究が行われているが(8)、教育経営学分野の研究者が学
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校統廃合問題に委員として参加している現状を考える時、参考にしたい研究成果である。

また、ここ 5年ほどの建築計画学分野の研究を概観すると、教科教室型、小中一貫校、職員室、

避難所としての学校など研究対象をさらに広げていることにも着冒したい。

教科教室型については、屋敷和佳・山口勝巳「国公立中学校における新4教室制の実施状況と

校舎の利用実態・評価J (文献番号6)、小中一貫校については、三上硲子・佐藤将之・西出和

彦・新保幸一・長棒悟「児童・生徒の居合わせからみた施設一体型小中一貫教育校の学校環境に

関する考察J (文献番号17)、避葉釘号としての学校施設のありかたについては、羽賀義之・金俊

豪・三橋伸夫「新潟中越地震における地域施設の指定避難所としての使われ方の実態と傾向一!日

長岡市の指定避難所を事例に-J (文献番号3)などがある。

これらの論文にみられる課題は、教育実践の5賊題としても様々に取り上げられているが、教育

学研究としては研究の端緒についたばかりの5熟題である。ハードとソフト一体となって研究すべ

き今後の熱顎とし、えよう。

なお、オープンスペースの評価と関わって、筆者らは、被災地の実態誠査において、オープン

スペースが有効に活用されている事例を報告しているゆ。今後、避難所としての学校のあり方が

問われていく中で、 トータルにオーフ。ンスペースの意義や課題を考察したい。

車学校施設研究の今後の課題

すでに述べたように、 1984(昭和59)年度から、多目的スペース(法令用語では多目的教室;

本稿ではオープンスペース)を設ける小学校及び中学校の校舎に係る学級数に応じる必要面積基

準が引き上げられてから 30年近く経とうとしている。とくに、オープンスペース導入当初、国で

は、これを教育方法の多様化と結び、つけており、長期的視点に立った質を重視した学校施設整備

行政の転換点ととらえていた。果たして、オープンスペースは教育の質の向上に役立ったのだろ

うか。建築分野において、その検証が本格的に行われるようになって、教育学の視点からもオー

プンスペースなどの物的条件を単なる与件ととらえない研究が求められているといえる。

東日本大震災復興構想会議「復興への提言-悲惨のなかの希望-J (2011{f三6月25日)にお

いて、 r ~減災』の考え方から言っても、 『学校施設』の機能強化は大切である」として学校施

設の機能強化が指摘され、東日本大震災の被害を踏まえた学校施設の整備に関する検討会 f東日

本大震災の被害を踏まえた学校施設の整備についてJ (2011年7月7日)においては、 f教育機

能のみならず、あらかじめ避難場所として必要な諸機能を備えておくとしづ発想の転換が必要で

あるJと提言した。果たして、今後の学校施設整備に「発想の転換Jは必要なのか。

東日本大震災以後、 「箱モノJとしての学校施設の重要性が見直され、耐震化が進んだ。単な

る「箱モノJならば単純に「避難場所として必要な諸機能Jの付加が必要であるが、 f子どもの

学習権保障の場j としての学校施設としての独自性を考えた時、こうした提言をどのようにとら

えたらよいのだろうか。教育の視点に立って検討されなければならない。最近、増加しつつある

に
U
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小中一貫校や教科教室型の学校施設についても教育学的アプローチが求められる。

その点、学校施設整備の望ましいあり方のメルクマールになっている「学校施設整備指針jを

学校経営のマネジメント指標(条件)としてとらえなおしたい。

「学校施設整備指針Jは、法的拘束力をもたないものの、今後の学校施設のあり方を明確にす

る性質を有する。現在の齢十は、学断面支整備指針策定に関する研究協力者会議による「朝交施

設の評価の在り方について一学校施設の改善のために-J (2009年3月)をもとに幼稚園、小学

校、中学校、高等学校、特別支援学校それぞれに策定されてしも。その内容は多岐にわたってお

り、次のような内容が共通に示されている(["公立の義務教育諸学校等の施設の整備に関する施

設整備指針J2011年 5月文部科学省告示第89号)。

①地震、津波の災害に備えるための整備

②防犯対策など安全性の確保を図る整備

③教室環境の質的な向上を図る整備(教育内容・教育方法等の変化、地域との連携、環境との

共生、バリアフリー化、木材の積極的な活用、太陽光をはじめとする新エネルギーの導入、教

育の情報化等の様々な社会的要請、地球温暖化等の自然的要因など)

④施設の特性に配慮、した教育環境の充実を図る整備(産業教育施設、幼稚園等方筋交、学校給食

施設、スポーツ施設)

③施設の需要等に応じた施設(見童生徒数の増減、地域の実情や需要に応じた施設設備)

多様な課題を抱え込み、教師が子どもたちと向き合う時間がないと言われるほど多忙化してい

る学校や教師の現状を考える時、教師の休息の場も含めて教師の「使い勝手Jを考える視点があ

ってもよい。学校経営の効果的な改善を図るためには、人的条件だけでなく、これまで学校経営

以前の問題とされてきた物的条件についてもそのあり方を問う研究がすすめられる必要がある。

く注>

(1)筆者は、戦後 40年間の学校方鼠交・設備研究の動向を分析し、昭和 50年代以降の第4期は、

学校施設の量的整備が一段落し、学校方録文・設備の質を間い始めた時期ととらえた(拙稿「学

校の施設・設備j永岡)1関・小島弘道編著『現代学校経営総合文献自録 1975'"'--198511第一法規、
1987、66頁)。

(2)平成19年9月から、国立教育政策研究所文初値設研究センターにおいて f学校施設の質的水
準に関する基礎的調査研究jが開始された。こうした学校施設評価の動きは、平成17年6月に
閣議決定された「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2005Jにおいて、 「義務教育につ
いて、学校の外部評価の実施と結果の公表のためのガイドラインを平成17年度中に策定するJ
こととされ、また、中教審答申「新しい時代の義務教青を創造するJ (平成17年 10月)にお
いて、 f今後、更に学校評価を実施してし¥くためには、学校・地方自治体の参考に資するよう

大綱刷物評価を策定することが必要」との指摘を受けて、策定された文部科学省「義務教

育諸学校における学校評価ガイドラインJ (平成 18年3月2713)と密接に関わっているハ
(3)大塚学校経営研究会でも]学校経営研究』第 31巻(材料4月)において、 「学校経
営研究の実践的有肝性jについて特集が組まれている。

(4)筆者は、永岡)1頃・小島弘道編著『現代J判交経営総合文献呂録 1975~198511 (第一法規、 1987)
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において、戦後の「学校施設・設備」研究についての分析も含めて「学校施設・設備J研究の
動向(文献)分析を行っている。また、日本建築学会教育計画委員会に教育方位支小委員会が立

ち上がった (1996年4月)ことに関わって、 r ~学校施設・設備』教育学関係文献臣録 (1985
年~1995 年) - ~学校施設・設備』研究の動向と誌題一J (大塚学校経営研究会『学校経営研
究第24巻j1999 年 4 月、 81~90 頁)において、その後の「学校施設・設備j 研究の動向(文
献)分析も行っている。

(5)屋敷らは、臨時教育審議会が設置された当時から今担にいたるまでの国の学校施設設備整備

政策、特に小学校における「オープン型教室」整備の成果と課題を分析している(平成 21~23
年度科学研究費補助金基礎研究 (C)研究成果報告書「少子化に伴う学校施設整備の展開と学校

運営から見た成果検証に関する研究j研究代表者:屋敷和佳、 2012年3丹、全 121頁)。

この中で、筆者は小学校の事例調査から、建築的な評価だけでなく、学校経営的な視点から総

合的な評価をする必要性を指摘したい学校経営(運営)からみた学校施設評価J55"-'64頁)。
(6)藤原は、教員の視長から職員室に関する建築計画の本格的な検証を行っている。(藤原直子

『中学校職員室の建築計画一教員の教育活動を支える学校・校舎-j九州大学出版会、2012年)。

本書は、平成21年九州大学大学院の学位論文 f教員の行動特性からみた中学校職員室に関する

建築計画的研究」を加筆修正したものである。

ゆこうした学校・教師の学校施設観についての分析は、拙稿「学校施設と教育活動-教師の学

校施設観を中心に-J ~臼本教育経営学会紀要第 29 号j (第一法規、 133~147 頁、 1987) や
拙稿「戦後学校施設設備整備行政の変容に関する一考察-多目的スペースの導入の分析を中心

にして-J ~日本教育行政学会年報 16j (教育開発研究所、 255"-'268頁、 1990)を参照された

(8)例えば、 3か年のフoロジェクト調査をまとめた『教育条件整備に関する総合的研究(学校配

置研究分野)最終報告j (研究代表者:葉養正明)2011年3月など。

(9)伊藤俊介・梅野勇・垣野義典・倉斗綾子・寺嶋修康・堀井啓幸・湯津正信・吉村彰「被災し

た学校の再開に関する施設運営実態の事例調査報告一他校への「間借り j事例を中心に-J F-l 
本建築学会主催『シンポジウム:東日本大震災からの教訓、これからの新しい国っくり』平成

24年3月2日一般講演資料集を参照されたい。
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